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1.本 研究の目的と概要
本研究は、近年、交通市場において急速に推進されている規制緩和政策、競争政策の現状について、
特に航空市場を例 として取 り上げ、文献研究を中心 としたこれまでの研究とは異なった新たなアプロー
チから検証し、そのあ り方を問 うことを目的とするものである。
交通市場において長年にわたって行われてきた政府規制は、確かにこの分野における後進国であった
(注1)日本の交通産業、特に航空産業を急速に発展させ、世界的なレベルにまで押 し上げる背景となったこ
とは間違いない。(注2)しか 、時代が推移 し、情報化など、環境が変化 してくるにっれ、政府規制の多く
は当初の目的を失い、財政の浪費、サー ビス水準の低下など、様々な面から社会的効用を低下させてき
た。また、経営技術の高度化な ど、市場が複雑になるにつれて、行政の監督能力が限界を超えてきたこ
とも認めなければならない。そのために、産業の成熟をもって規制緩和を推進することは必然的な流れ
となった。 しかし、交通産業においては、公共性 と安全性といった面が強く重視されなければならない
といった、他の産業 とは違った性質を持っていることも確かであり、これ らが規制緩和によってないが
しろにされるようであってはならない。
ここに事前規制体制から事後チェック体制への移行を図っていくことが求められることになる。つま
り、従来のように政府が全てを事前に規制することは、その情報収集能力か らしても、解析能力からし
ても限界があるので、ある程度企業の創意工夫を優先させた上で、何か問題が起きたときには速やかに
問題に対応できるような環境づくり、ルールづ くりを行っていくことを目指すべきである。そのために
は、企業の行動パターンにっいてより深い理解をもち、それらを織 り込んだ上でのルールづくり、行政
体制の構築を進めていかなければならない。
☆商学部教授
〔注1)航空産業は軍需産業としての性質ももっ。そのため、敗戦による占領政策において、航空産業は自主権を取り上
げられることになった。 このことが、戦後、航空産業の発展に大きなハンディを背負わせることになった。
〔注2}この点で決定的な役割を果た したのは 「航空憲法」であろう。詳しくは戸崎(1995)を参照のこと。
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しかしながら、これまで、交通研究は、実際の交通経営の領域にまで踏み込んだ検証が行われ ること
はまれであ り、その結果、机上の空論 としかいえないよ うなものまで堂々とまか り通る事態にまで至っ
ている。(注3}
そこで、今回の研究では、交通分野における規制緩和政策において先行 した航空市場に焦点をあて、
規制緩和政策後の状況にっいて、新規航空会社の誕生の経緯、その理念、実際の経営の検証いう点か ら
検証を行った。 これによって、従来表象的にしか捉えられてこなかった新規航空会社に、より現実的な
側面から光を当てることによって、これからの航空行政のあ り方を考える上での必須の材料を提供する
ことを目的とする。
まず、日本の国内航空の規制緩和の先便をつけたスカイマークエアラインズ(以 下スカイマー ク)を
取 り上げる。その中で、スカイマークの目指したものと現実とのギャップをヒアリング調査などによっ
て明らかにしていく。
次に、地方振興を目的として誕生してきた北海道国際航空(以 下エア ドゥ)、スカイネ ットアジア(以
下スカイネット)、レキオス航空(以 下 レキオス)を取 り上げる。 これらはどのような背景から誕生 し、
そのような問題を抱えて窮地に陥っていったのかを分析する。 このことによって、今後の地方振興のあ
り方をめぐる議論において、交通政策の観点から新たな検討材料を提示できるものと考える。
そ して最後に、地方発の小型機主体の会社 として、新たな形での新規参入を目指 したアイベックス航
空について検証 していく。 これ らの検証を通 して、最後に今後の 日本の航空行政に求められ る視点につ
いて述べてみたい。
2.ス カ イ マー ク エ ア ラ イ ンズ の場 合
スカイマークは、1998年9月、 日本の定期航空市場に35年ぶ りの新規参入を果たした.(注4)新規参入
をめぐっては、新規参入 を目指す企業の間で激しい競争が繰 り広げられたが、結果的には後にのべるHIS
の支援 もあって、常にリー ドを保ってきた。一時は経営難が指摘 される時期 もあったが、最近は再び拡
大基調であり、存在感は維持 している。(注5)
スカイマークは、格安航空券販売を主軸として急成長 してきた旅行代理店であるHISの会長である澤
田秀雄氏の手によって設立 された。 日本の航空業界の規制による閉鎖的、かつ硬直的な状況にかねがね
不満を抱いていた澤田氏は、バブル経済崩壊以降の日本経済全般にわたる規制緩和、競争促進の流れを
追い風に、日本の航空業界に風穴を開けようとしたのである。 当時、澤田氏 とビジネス上の関係を持っ
ていた大河原順一氏に実務上の作業を任せ、二人三脚の形で事業の立ち上げに奔走していった。
〈注3)この代表的なものがタクシー事業の規制緩和をめぐる政策であろう。需給調整を撤廃すれば経営者は合理的な台
数設定を行 うだろうとい うのが政府側の基本的な見方であったが、実際には台数は急激に増大 し、過当競争が現出す
ることになった。これは、タクシー経営が実際にどのような発想で行われているかを根本的に理解 していないことか
ら生まれた失政であると思われる。
(注4)新規参入に到る流れに関 しては、戸崎(2000)を参照のこと。(注5)平成17年度の経営状況では、当期利益は10億円となっている。
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社員選考では、既存の航空会社からの応募も多く、免許の取得には専門的な知識が必要なこともあっ
て、既存の航空会社を主体的に採用することによって、事業認可申請に着手 していく。 しか し、このこ
とが、 日本の新規航空会社の特徴ともなり、弱点 ともなる体質をもた らすことになる。すなわち、従来
の航空会社の発想か ら抜け出せないとい うことである。更に言えば、既存の航空会社からのスピンオフ
組は、既存の組織になじめなかったとい う理由で応募 してくるものも多く、また、出身航空会社間のラ
イバル関係をそのまま持ち込む形 となり、組織の機動性を鈍らせることにもつながっていったのである。
就航初便は大幅に遅れを生じさせ るものとなった。これは、パソコンの能力を過大に評価 したことが
問題であったもの と思われる。(注6)また、飛行機の運航効率を最大限に高めるために折 り返 し時間を短 く
設定したことも影響 した。(注7)
また、航空経営においては死活問題となる予約のあり方にも問題があった。スカイマークは、既存の
航空会社が旅行代理店に対 して支払 っている巨額の販売手数料を節約するため、電話での直接予約を主
体とした営業を行った。また、代理店 としては、グループ企業のHISを主体に し、営業展開を図ったの
である。 しか し、電話回線の容量がそれにっいていかず、ロス ト率(注8)は相当に高かった。この点は、後
に述べるエア ドゥの場合も同様である。
さらにスカイマークの場合には、バ ックとなるHISが、旅行業界の中で異端児的存在であることも災
いした。HISは、価格破壊によって旅行業界の秩序を乱す問題児とみられてお り、そこが設立 した新規の
航空会社であるスカイマークに対 して好意的な態度を示 さなかった。現在では、インターネ ットを通じ
た販売比率は飛躍的に向上 しっっある(注9)が、この時点では、大手旅行代理店の協力なく、営業を進める
ことは極めて困難な話であった。
しか し、事業の拡大 とともに、収益構造は改善に向かっていく。 このことは、航空産業はやは りネ ッ
トワーク産業であ り、一定数の路線を確保 しなければ採算性が確保できないことを明瞭に物語っている
ように思われる。羽田空港のスロッ ト配分のあり方に重要な示唆を与えるものであろう。
スカイマークはこれまでいくつかの路線展開を図ってきた。最初の就航路線は東京一福岡間であった
が、その後大阪一札幌線に参入 した。(注10)その後も東京一徳島線、東京一鹿児島線、東京一青森線 と路
線をどんどん拡大したが、この うち、青森線にっいては、就航後、1年 を経たずして撤退 している。ま
た、2006年にはローカル線の運航から完全に撤退し、幹線の運航に集中することを発表 している。この
ように見ると、路線の参入 ・撤退の判断にっいては迅速で、それだけ本来のヒット・アン ド・ラン戦略
(注6)現在でこそ、パソコン通信の容量は飛躍的に高まったが、当時はまだ既存の航空会社が使っている情報ネットワ
ークほどの機能を備えていなかった。このことは、情報化の進展をどの程度、競争条件の中に考慮するかとい う点で
重要である。
(注η飛行機は、地上にある限りでは、空港に対 して駐機量を払わなければならないため、できるだけ稼動させること
がコス ト削減につながる。たとえば、革新的な経営で有名なアメリカのサウスウェス ト航空の場合は、駐機場に入っ
てから折り返すまでの時間を15分にすることを目指してきた。 しかし、このことが可能になるためには、空港施設
そのものの在 り様に左右される面も大きい。
(注8)利用者が予約のために電話をかけても、話中のためにっながらず、航空会社がビジネスチャンスを失うことの発
生率。
(注9)たとえば、ブラジルの新規会社であるGOLなどは、インターネ ットによる営業展開によって成功 している代表
的な例の1つ として挙げることができるだろう。
(注10)ただし、こちらの方は、運航効率もよく、採算性 も高いだろうと期待されたものの、東京線に比べて市場環境が
厳 しく、早々に撤退することとなった。
-75一
第44巻第2号2006年3月
(注11}に近 く、望ま しい ものの よ うに思 われ る反面 、地方の需要 を じっ く り掘 り起 こしてい こ うとい う戦
略性に欠 け、問題 も多い もの と思われ る。
先に述べた よ うに、航空会社の成否は事業規模 次第である とい う分析 もあ る。事実、スカイマー クは、
上記の ような路線 拡大に よって収益構造 を安 定化 させ てきた。 しか し、既存 の航空会社 との体力差 はま
だまだ圧倒 的である。 これか らは、新規航空会社 同士の関係 のあ り方が もっ と検討 され てい く必 要があ
るだろ う。(注12)
今後のスカイマークの試 金石 は、2009年の羽田の発着枠の大幅増加 のタイ ミングで ある。(注13)2009年
は、日本 の航空業界 にとって大 きな ビジネスチ ャンスである と同時に、その対応の仕方如何 によっては、
と りか えしのつかない打撃 を被 りかね ないn(注14)そのため、既存の航空会社 も、2009年対応 をめ ぐって、
早期 か ら真剣 にそ の対応 を図ってい る。 こ うした 中、ス カイマー クが これ まで の路線 を踏襲 して事業 の
急拡 大 を図った場合 、それ にシステ ム と資金力が追いついてい くかがポイ ン トとなるだろ う。
また、国際線への進出 が どう経営に左右 して くるのか も興 味がある ところである。1985年の航 空憲法(注
15)の廃 止によって、全 日空 は念願の国際線に一気 に進出 し、攻勢 をか けたが、結果 的にはその後、長期 に
わたって非常な苦戦 を強 い られ るこ とになった。 これほ ど経営体力 のある企業 にとって も、国際線への
進 出には難 しい要素があ る。 当初 は韓 国線 のチャー ターか らの始動 ではあ るが、今後 、国際線 を経営戦
略上 ど う位置づ け、実行 してい くかは注 目される ところで ある。
3.エ ァ ドゥの 場 合
エア ドゥはスカイマークとは違って、北海道 という地元経済の活性化を目的 として誕生してきた点が
特徴的である。
エア ドゥの誕生の背景には、航空当局の競争促進政策によって、運賃政策が変更されたことがある。
バブル経済崩壊後の景気の低迷が長引く中で、1994年あた りから全産業的に、市場競争 を促進すること
によって経済の活性化をはかろうという方針が採用され始めた。航空産業もその例外ではなく、この年、
政府の主催する競争力向上小委員会によって、かなり具体的な レベルまで、航空会社の取 り組むべき課
題が提言 された。こうした流れの一環 として、航空運賃の段階的 自由化が実施 されることになったので
ある。いわゆる 「幅運賃制度」の導入である。(注16)幅運賃制度 とは、路線の長 さごとに上限の運賃と下
限の運賃を設定 し、その範囲内であれば、自動的に、申請 された運賃を認可するとい うものであった。
(注ω独占的市場において、値下げによって利益をあげられそうだと見れば素早 くその市場に参入 し、相手が報復行動
をとろうとする前に素早く撤退する戦略のことを指す。
(注12)スカイマークは先にエア ドゥとの提携話を持ち出したものの、猛烈な反発を招いて挫折した経緯がある。しかし、
このような新規航空会社同士の提携の可能性にっいては、様々な形で模索されていたことは確かな事実である。(e13)羽田空港は
、再拡張による。2009年から、発着容量がL4倍 に増加する。(注t4)過去に、急拡大のつけがもとで倒産 した例 として、スイス ・エアーとベルギー航空の例がある。また、ライアン ・
エアーやイージージェットといった欧州の大手格安航空会社も、路線網の急拡大によって運航効率が低下し、従来の
急成長に賜りが見えている。
(注15)日本航空は主に国際線、全日空は主に国内幹線、東亜国内航空は主に国内ローカル線というように、それぞれの
会社の事業領域を確定し、収入を安定させることによって業界の育成を図った取 り決めのことを指す。
(注【6)幅運賃に関 して、詳しくは戸崎(2000)を参照のこと。
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こうして1996年に幅運賃制度はスター トしたが、行政当局の期待を大きく裏切るような事態が現出す
ることとなる。大手3社 が打ち出してきた運賃はほぼ横並びで、 しかも上限運賃に張 り付くようなもの
であった。
このことは、実際には当然予想されるような事態であった。当時、市場には大手3社 しか営業 してお
らず、お互いが無理な競争をしないようすでに協調政策をとっていたことは事実であったし、この場合
においても当然そ うした戦略をとることは考えられたからである。 こうした点に、冒頭で述べたような
行政の管理能力の限界性を端的に垣間見ることができる。
こうして、閑散期の運賃は下がったものの、通常期 と繁忙期の運賃は逆に上昇 した。 さらに、従来あ
った往復割引が廃止 されたことで、利用者にとってはむ しろ負担増となって面が強かった。
このことで、特にダメージを被ったのが札幌 と福岡である。両都市は、東京、大阪といった大都市に
拠点を構える大企業の支店が地元経済を支えるという、いわゆる 「支店経済」 として位置づけられてい
る。 したがって、ビジネスを行 う上で、大都市間の移動に頼る面が大きく、この政策による負担増は深
刻な経営圧迫要因 となった。(注17)これによって、地元経済界の行政当局、そして何よりも、実質的な値
上げを断行した既存の大手3社 に対する不信感は大いに高まったのである。
こうした状況下で、北海道に拠点を置いた新規航空会社を立ち上げようとい う話が持ち上がってきた。
その背景となる理論は次のようなものであった。
従来から、北海道は整備新幹線を建設 しようと運動 してきた。 しか し、そのためには巨額の資金が必
要 となる。航空会社を立ち上げるのであれば、現在であれば航空機 もリースで対応できるし、諸経費を
考えても新幹線を引くよりもはるかに安い投資で実現できる。さらに、ちょうど大手3社 に対する不信
感も高まっている時期だから、道民の支持 も得 られるだろうとい うことである。
こ うして、有志が集まり、北海道民のための航空会社の設立に向けた動きが始まったのである。地元
の中小企業の社長が代表 となり、構想を進めていった。
当初は航空事業の専門家がいなかったために、事業化のプロセスがなかなかはかどらなかった面もあ
るよ うだが、日本航空出身で外資エアラインの経営の経験をもっ人物を社長に招き、その段階から急速
に、免許申請に向けた動 きが加速 していった。
これに、航空規制緩和の流れが時期的にマッチして、1998年12月、ついにエア ドゥは、既存の航空会
社より4割安い運賃を武器にして新規参入を実現 した。
滑り出しは順調であった。新規航空会社としての話題性に加え、地元の経済界からの支援もあり、搭
乗率は当初80%を超えるまでに至ったのである。
しかし、その後は徐々に搭乗率は低下し、エア ドゥの経営は苦境に陥っていく。2002年3月期には搭
乗率は65%を下回り。経常損益は29億円の赤字、累積損失は75億円とな り、3億300万円の超過債務
となった。そ して同年6月 、っいに民事再生法に申請することを余儀なくされることになる。
(注17)当時 、東 京一 札 幌 間 は 片 道25,500円、 東京 一 福 岡 間 は 同27,100円で あ っ た。 往 復 割 引 の廃 止 に よ っ て 、5000
円 以 上 もの コ ス ト負 担 増 と な った の で あ る。
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エア ドゥがこ うした経営危機に追い込まれた要因としては、以下のようなものが考えられる。
まず、外在的な要因として、さらなる規制緩和政策の実施が挙げられるだろ う。2000年に航空法が大
幅に改正 され、航空運賃は完全に自由化されることになった。(注18)この結果、大手3社 がバーゲン運賃
など、様々な低価格運賃を導入することによって、新規航空会社の消費者へのアヒ。一ルカは急速に低下
していった。次に、羽田、並びに千歳空港でのカ ウンターの配置、駐機場(ス ポッ ト)の割 当な どが既
存の大手航空会社に対 して不利であったことがある。(注19)ともに、高収益源であるビジネス客を獲得す
る上で相当にマイナスの要因となった。
競争戦略上の観点からすれば、東京一札幌とい う世界最大の乗客数を誇 り、既存の航空会社に とって
ドル箱 と位置づけられるような路線に参入することは、相当に激 しい対抗措置がとられることが予測さ
れたはずである。それにもかかわらず、十分な対策をとらずに新規参入を果た したところに、 日本の新
規参入社の経営の甘 さを読み取ることができる。もちろん、その判断の背景には日本における地方経済
の弱さがあったことは十分に推察できる。 しかし、そ うとは言え、厳 しい競争環境に身を投げるには、
あまりにも不十分な体制であった と言わざるを得ない。
その最たる例 として、営業面において、旅行代理店との関係を軽視 したことが挙げられるだろ う。 こ
の点はスカイマークの場合 と共通 したところである。国内航空事業の場合、その営業活動の圧倒的な部
分(注20)を旅行代理店の販売力に頼っている。スカイマークと同様に、エア ドゥも、旅行代理店への支払
いを節約すべき、自社販売に頼ったが、これがうまく機能 しなかった。そもそも航空市場における営業
の特殊性を理解 しないままに新規参入 したところに根本的な問題があったものと考えられる。
企業そのもののあり方 としては、資金調達力の脆弱性を挙げることができるだろう。道民のサポー ト
体制を充実させ るため、広 く道民に対 して出資を仰ぎ、小口の出資を多く獲得 したことは大いに評価で
きる。 しかし、その反面、地元財界からの出資は十分でなく、経営が危機的状況に瀕するに当たって、
それを支えてくれるような大 口資本が不在であったところに、エア ドゥの弱さがあったのである。 この
ことは、これから述べるスカイネッ トアジアやレキオスの場合にも同じことが当てはまる。
現在、エア ドゥは、全 日空の支援を受け、順調に立ち直 りの道を歩んでいるが、(注2D地方発の航空会
社のあ り方を考える上で、重要な示唆を多々与えてくれていることは見逃すべきではない。
4.ス カイネッ トアジアの場合
次に、宮崎をベースとして新規参入を果たしたスカイネッ トの場合を取り上げてみよう。
2002年8月、国内3番 目となる新規航空会社として、スカイネッ トは東京一宮崎間に新規参入を果た
した。既存め航空会社より1万 円安い格安料金で新規参入し、2003年には、採算ラインを大きく上回る
(tals}この 詳 しい 内容 に つ い て は 戸崎(2000)を参 照の こ と。
(注19}この 点 に つ い て は 、JALとJASが経 営 統 合 す る際 に 問題 点 と して 取 り上 げ られ 、改 善 が 図 られ る こ とに な っ た 。
(注2旬約8割 か ら9割 と言 われ て い る。
〔注21)平成17年 度 で は 、 当期 損 益 の 中 間決 算 は22億 円 の 黒字 、 適期 見 通 しで も9億 円の 黒字 とな っ て い る。
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76%の搭乗率を記録した。同年8月 には東京一熊本線を開設 した。マラソンの有名選手のスポンサーと
なるなど、知名度の向上にも取り組み、2003年末には、航空貨物専門のベンチャー企業との提携によっ
て、国内航空貨物にまで事業を拡大した。
スカイネッ トの特色は、その新規参入の仕方であった。先行 したスカイマーク、エア ドゥの2社 は、
いずれ も既存の大手の航空会社が圧倒的なシェアを東京一福岡、東京一札幌路線とい う基幹路線に、片
道わずか3便 とい う経営資源で参入 し、苦戦を強いられた。 これに学び、スカイネッ トは、東京一宮崎
線 という、競争のそれほど激 しくない路線に参入 した。 しかも、スカイネッ トが参入 した際には、羽田
空港の発着枠の新規航空会社への優先配分に際し、競合する会社が現れなかったがゆえに、営業開始の
時点で片道6便 の運航を行 うことができた。これによってスカイネッ トは、就航当初から当該路線にお
ける競争上の優位性を持つことができたのである。(注22)この点、スカイネッ トは、スカイマークとエア
ドゥに対し、着目点のよさと運があったと言えよう。
当初、こうした動きに対して、既存の大手航空会社がどのような対抗行動に出るかが大いに注 目され
た。東京一宮崎線は、大手の航空会社にとっては、重要な路線の1つ ではあるけれども、最も重要な路
線 とまではいえないだろう。しかも、1998年にスカイマークとエア ドゥが新規参入を果たした際に、大
手航空会社が強力な対抗措置をとったことに対 して、弱い物い じめで大人気ないとして社会的批判を浴
びた経緯がある。(注23)
現在の社会状況においては、企業は社会的評価こそが最も重要な経営価値の1つ となっている。(注24》新
規参入が起こったことにより、航空運賃は相対的に低下 した。このことから、新規参入企業に対する社
会的評価は、一般的に非常に好意的である。スカイネ ットの参入に対 して、既存の大手航空会社が再度、
強力な対抗措置に訴えることになれば、確実に社会的批判にさらされることになるであろう。それより
も、当分の間、既存の大手航空会社は、新規航空会社の動向を静観 し、もし予想以上に市場をかく乱す
るようであれば、その時点で対抗行動をとることが合理的であると考えられる。
しかし、実際には、スカイネッ トの参入後、す ぐに既存の大手航空会社は対抗行動に出ることになっ
た。これは予想通 り、社会的に強い批判を浴び、すぐに対抗行動を撤回す ることになった。これなどは、
対抗行動のあり方を考える上で、重要な示唆を与えて くれるものとなるだろう。
つまり、新規参入を本当に促進するのであれば、ある企業が新規参入をしてから一定の期間は、既存
の企業は運賃引き下げのような対抗措置が とれないようにすべきである。すでに他国では、このような
ルールを設けているところもある。性25)日本でもこうした政策を補完的にとらなければ、新規参入を促
進 し、市場を活性化するという政策は、実効性の乏 しいものとならざるを得ない。
(注22)市場占有率(シ ェア)を 抑えることができれば、価格支配力 ももっ ことができる。また、利用者に対 して、商品
の品揃えに匹敵する、より多くの時間的選択肢を提供することもできるので、絶対的に有利となる。先行する新興2
社が苦 しんだ点に学んでの行動だったということができるだろう。
(注23}既存の大手航空会社は、新規航空会社の便の時間帯の前後の便を大幅に割 り引くことによって、旅客を奪われる
ことを防いだ。
(注24}たとえば、SRI(社会的責任投資)の 興隆に注目されたい。(tt25}たとえば、新規参入が起こった場合には、少なくとも2～3年は、既存の航空会社は値段の引き下げなどの対抗
行動をとってはならないというところがある。
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このように、これまでにない参入の仕方をし、一時は大方の予想以上の好成績を収めることができた
が、2003年9月の中間決算では12億8700億円の経常損失を計上 し、15億3200万円の債務超過に陥っ
た。最終的には累積赤字が40億円を超えるまでとなり、産業再生機構へ支援要請することになってしま
った。
こうした事態を招いた要因としては、次のよ うなものが考えられる。
① 資金不足
航空事業は、整備 をはじめとして、これまで自社が当然行 うべきものとされてきた作業の外注化が、
かなりの程度まで、法的に認められてきた。その結果、新規参入に要す る費用は、規制緩和政策が実施
されて以降はかなり抑えられてきたことは確かである。 しかし、それでも依然として航空産業は、装置
産業、すなわち航空機の確保やメンテナンス、空港への着陸料の支払いなど、大量の資金を必要 とする
産業であることには変わりはない。このような産業特性をもつ中で、資金調達能力が低いとい うのは致
命的である。地方経済の脆弱性 とい うこともあるが、新規参人組は、従来にない資金調達の方法を模索
することが求められる。
②マーケティングカの不足
この点については、スカイマーク、エア ドゥと同じく、旅行代理店の力を軽視 したことに問題点を見
出すことができよう。(注26)
これ以外にも、社会的状況 として、日本の地方の現状 としては共通 しているところではあるが、宮崎
県の経済力だけでは、新規航空会社の存立を維持できるだけの力がないのではないか、とい う根本的な
問題が生じてくる。料金 を下げても、それによって利用客が増加すれば、収益を増加させることは可能
である。 しかし、宮崎の場合には、新 しい航空利用者の増加をもた らすように地域振興政策が効果 を表
している段階にあるとは言えない状態にある。(注27)
地域の航空会社 として航空市場に活路を見出すためには。地方自治体 との協力関係の樹立と、それに
より地方経済の振興が必要である。
5.レ キオス航空の場合
次に沖縄発の新規航空会社構想の場合を見てみよう。ただ し、この場合に限っては、実際に新規参入
(注26)ここで敢えて、旅行代理店の重要性を述べておこう。航空会社にとって、販売力は非常に重要なものである。特
に航空輸送サービスが、本来在庫の利かないものであるために、高度な予約管理システムの構築 とその運用が求めら
れる。その面における取り組みが迅速、かつ十分に展開 されなかったことが、新規航空会社が苦戦を招いた要因であ
ると考えられる。また、日本においては、未だ旅行代理店が航空券を販売する比率が、欧米などの航空先進国に比べ
てまだまだ高い。そのため、流通にあたる旅行代理店をいかに組織し、自社に有利に動いてもらうかが、航空会社に
とって重要な営業戦略となる。しかし、こうした代理店 との関係性の構築には、先行者利益が大きく働いてくる。今
後は、情報化の更なる進展によって新たな可能性が開けてくるだろうが、現状では、いち早く旅行代理店との強力な
関係性を構築することが求められる。スカイネットは、新規参入を果たす前に。エア ドゥの失敗例を分析 した内部 レ
ポー トを作成 していた。そしてその中で、予約管理技術の立ち遅れ、旅行代理店 との関係性の構築の失敗など、的確に
、航空事業を行う上での重要なポイン トを事前に指摘 していた。その教訓が十分に活かせなかったところに、大き
な問題性が見出せる。(注27)宮崎が誇ったレジャー施設であるシーガイアは経営破綻 して しまった。そ して、これに続くような、県外か ら人
を誘い入れるような体制の構築、施設、イベントも起こすことができていない。
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を実現することができなかったところに特徴がある。
沖縄発の新 しい航空会社の設立構想は、1990年代半ばに 「サザンクロス」として浮上 してきた。沖縄
県域で、それまでほぼ一手に輸送を担ってきた南西航空(現 トランスオーシャン航空:以 下JTA)に
対 して、長期にわたる独占の弊害 として、サービス水準の低下、運賃の割高感への批判が高まってきた
ことを受けての動きであった。
航空会社を設立する際には、それな りの資本が必要 となる。(注28)基地経済 と、政府からの様々な支援
体制によって経済が成 り立っている沖縄県では、公的部門に対する産業の依存度が高く、なかなか自立
的な産業が育たない風土にある。(注29)その結果、これまでにない斬新な資金調達の方法を考えない限り、
沖縄電力 といったエネルギー産業、琉球銀行や沖縄銀行といった地銀 グループ、国場組 といった建設業
界な どの協力を得ずに新規航空会社を立ち上げることは非常に難 しい。
当初、沖縄電力がこの新規航空会社構想を支援する動きを見せたが、社内の意見調整ができず、最終
的には沖縄電力は手を引くことになる。 しか し、この構想をたち切れにしたくなかった沖縄経済界の中
枢の意向により、ソフ ト系会社の社長をしていた知念公男氏にその後が託 された。
この時点で社名は 「レキオス航空」 と変更され、準備が進められていく。公共交通機関としての役割
を強調するため、年間を通 した低廉なレベルでの統一運賃の導入を目指した。(注30)
運賃を低く抑えるための方策 として注 目したのが、沖縄路線に対 して行政当局がとっていた空港発着
料の減免措置である。沖縄振興策の一環として、政府は沖縄路線に対する空港使用料を6分 の1に 減免
する措置を当時打ち出 していた。この減免額を料金にそのまま反映 させれば、運賃の低廉化は可能であ
ると考えたのである。
また、資金の調達に対 しては、エア ドゥと同様に、県民から広く浅く出資を仰 ごうと試みた。出資者
の会員化による組織化を図ったが、出資に関する法的規制を乗 り越えることができず、このアプローチ
は頓挫 してしまった。(注3D
組織 としては、先行するスカイマーク、エア ドゥ同様、既存の大手航空会社からの人材を迎え入れ、
東京事務所を開設 し、免許申請のための作業に取 り掛かった。また、整備の外注先は海外に求め、コス
トダウンを図った。
しかし、実際にレキオス航空が離陸することはなかった。2004年、レキオス航空は破産宣告を受け、
航空市場への参入を断念した。ここで、その失敗の要因をいくつか取 り上げてまとめてみたい。
①沖縄の県民のための航空としての位置づけの難 しさ
(注28)航空事業への新規参入が可能になった背景には、整備の外注化が可能になるなど、初期投資がかなり抑えられる
ようになったことがある。しかし、それでも機材の調達費や公租公課の支払いなど、ある程度の資金調達は必要であ
り、この点、日本の新規航空会社群は、それが十分でなかったとい うことが指摘されている。2005年念頭の航空政策
研究会において、航空局長はこの点に触れ、新規参入には少なくとも100億円の原資が必要であるとのコメントを残
している。
(注鋤 この点は前出の北海道の場合も同様である。(在30)沖縄の住民にとって、航空輸送は生活に密着したものであり、それに影響される度合いは極めて高い。特に繁忙
期に航空運賃が高くなることに対する反発の声が高かった。
(注鋤 その他の斬新なアプローチとしては、昼間帯は旅客輸送を行い、夜間帯は座席を取 り外 して貨物スペースとして、
貨物輸送をアジア諸国との間で行うというプランがあった。これについてはその実現性にかなりの問題が見られたが、
こ うした斬新な発想こそが、可能性はともかくとして、柔軟な業界外か らの発想 として注目されるべきであろう。
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先述のエア ドゥの場合には、県民の足 としての位置づけが明確であったために、大手航空会社からの
攻勢に苦 しみながらも、何とか行政支援などを得て今日まで営業を続けることができている。(注32)これに
対 して、レキオスの場合にはJTAとの関係性が問題 となった。様々な批判が繰 り広げられながらも、JTA
が戦後長きにわたって沖縄の空運を担ってきた事実は否定できない。このために、レキオスは県民の足
とい う 「ブランド」を確立しえず、県からの支援体制を構築することができなかった。
②資金調達力の限界
これ もエア ドゥと共通することであるが、後ろ盾となる資金力のある企業が不在であったことが挙げ
られる。
③政府頼みの運賃政策
レキオスが、着陸料の減免措置に注目して運賃政策をとろうとした、その着眼点は評価すべきであろ
う。 しかしなが ら、それ以上の抜本的なコス ト削減案、付加価値の追求戦略が出てこなかったことに限
界があった。これは、スカイマーク、エア ドゥにも共通する、日本における新規参入の難 しさを表す も
のであろう。
6.ア イベックス航空の場合
ケース ・スタディの最後 として、ローカル線を主体 とするリージョナル ・ジェ ットとしての新規参
入を目指したアイベックス航空(以 下アイベ ックス)の 場合を見ていくことに しよう。なぜな ら、大
手航空会社 との路線競合を避けるというのが、海外に見る典型的な新規参入のスタイルであるからであ
る。性33)
アイベ ックスは、当初フェア リンクとして1999年1月に設立された。現在は伊丹一仙台線など、2004
年6月 現在で8路線を運航 している。このうち、成田発着の路線は全 日空との間のコー ドシェアである。
フェア リンクは、スカイマークの初代社長である大河原氏のよって設立されたものである。仙台を拠点
とし、50人乗 りの小型機を使って営業を行 う手法は、先行する他の新規航空会社 とは違った方向性を目
指すものとして注目された。
初便は2000年8月で、仙台一関西空港路線に就航した。仙台空港からでは国際線の便が少なく、料金
も高めであることに注目し、関西空港からの国際線への接続便 としての価値付けを目指 したのであった。
大河原氏の航空経営の理念は、まさに当初のフェアリンクに体言されていた。彼が目指 したものは、
米国のサウスウェス ト航空などのように、大手の航空会社との競合を避 け、ローカル線などに新たな需
要を創造していくとい うものである。
しか し、フェアリンクが苦戦を強いられるであろうことは、事前から多くの方面か ら予測が行われて
(注32)もちろん、その最大の生き残りの要因 となったのは、全日空からの支援を受けるようになったことだろう。 ここ
では、この点を踏まえた上で、それでもなおかつ県民の足という 「ブラン ド」は大きかったものと考える。
(注33}こうした路線を目指し、すでに成功 している事例として、名古屋を拠点とする中日本エアラインの例がある。地
道な路線開拓と、その安定した経営は注 目すべきであろうが、ここでは1998年以降に新規参入を果たした企業を検
討対象として取り扱 ったため、今回は言及 していない。
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いた。 日本のローカル需要は、米国に比べてはるかに脆弱な需要構造 しか持っていない。 このため、東
京が発着点とならないローカル路線は、いろいろと努力をしてもなかなか採算性が取れない性質のもの
となっている。そこで、フェア リンクは、座席数50席という、小型機を主体とした運航形態を導入 した
のである。
確かに需要が少なければ小型機で対応するとい うのは常識的なように思われる。 しかし、この点が航
空輸送の特異性を考慮に入れた場合に、その是非をめぐって議論の分かれるところであった。
小型機を導入 して年間を通 じた搭乗率が高くなれば問題はないが、一般的には需要動向には季節変動が
ある。ビジネス客にはこの季節変動は少ないが、ビジネス需要を確実に取 り込んでいくためには、よほ
ど価格的に魅力があるか、もしくはよ り多くの便を設定 し、ビジネス客の多様な欲求に応えていく必要
が出てくる。 より多くの便数を設定するためには、さらなる需要創造が必要になってくるが、先述のよ
うに、日本の地方経済の状況を見ると、この点が非常に難 しくなってくる。
ビジネス需要の開拓に限界があるのならば、その不足分をレジャー需要で補完 していかなければなら
ない。 レジャー需要は価格選好性が高く、団体でのツアー造成をしなければならないが、この点、小型
機は団体旅客を運ぶのに非常に使い勝手が悪い。 こうして、当初の経営方針は行き詰まり、フェアリン
クは社長を交代させた上で、全 日空との提携、また、成田空港への乗 り入れなどを行い、(注34)経営を安
定させていくことになる。
こうして、フェア リンク、現在のアイベ ックスは、当初の経営理念から離れ、都市型の航空会社 とし
て新たな発展段階に至ろうとしている。 日本における新規航空会社のあり方を考える上で、非常に示唆
的な例の一つとして捉えることができるだろ う。
7.結 論
以上、1998年以降の日本の国内航空市場への新規参入におけるいくつかのケース・スタディを通 して、
規制緩和のあ り方についての検討材料を求めてきた。
規制緩和事態の功罪については、これまで様々な局面で多くのことが述べ られてきたが、運賃水準を
引き下げ、この点において消費者利潤を増大 させたことは、プラスの側面 として確実に評価されるであ
ろう。ここにおいて新規航空会社が果たした役割は大きく、それゆえにこそ、新規航空会社が健全な競
争の中で、たゆまぬ努力を行っていけばきちんと生き残っていけるような市場環境を整備 していくこと
が、航空行政に求められる重要な視点であることは間違いない。その上で、ケース ・スタディを通 じて
浮かび上がってきた問題点は次のよ うなものがある。
① ローカル市場の未成熟
(tS34)2002年4月に成田空港に乗り入れたことの意味は大きい。 日本における国際路線の成田空港への集中度は依然
として極めて高い。さらに、日本では縦割 り行政のために、 トランス ・モーダルがこれまで うまく進んでこなかった
ために、新幹線から航空に乗 り換えることが極めて不便な状況にあることが、フェア リンクの成田空港への乗り入れ
をさらに魅力的なものとしている。
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米国などの成功例として少し言及 したように、本来のベンチャー企業は、既存の大手企業との直接的
な競合を避け、新たな市場を創造することに活路を見出す。 しか しながら、 日本では地方経済が脆弱な
ために、ローカル線に対する需要が限定的であり、どうしても羽 田空港を中心 とした高需要路線におい
て大手航空会社 と直接的に競合せざるを得ないことになっている。そ うなれば、体力に勝る大手航空会
社の攻勢にあって苦境に陥 り、最終的には大手航空会社の傘下に飲み込まれるか、市場からの撤退を余
儀なくされるということになってしま う。そこで、新規航空会社の参入に対 しては、すでに欧米での先
行事例もあるように、一定期間、大手航空会社は対抗措置をとることができないようにするとい うルー
ルを行政サイ ドで設定し、遵守 させることが必要である。
② 資源配分の公平性
これは①の問題 と深 く関わってくることであるが、従来か ら言われているように、羽田空港での発着
枠など、現在の経済の東京一極集中構造を前提とした上で新規参入による市場の活性化を図ろうとする
のであれば、より大胆な新規航空会社への発着枠の配分が求められるだろ う。 スカイマークのところで
述べたように、結局は、航空事業は規模の経済性によるところが大きいからである。 この点において、
2009年の羽田空港の再拡張による発着枠の大幅な増大は、市場環境の整備に向けた大きなターニング ・
ポイン トとなる可能性がある。
③ 新規参入に対する資本市場の未成熟
ケース ・スタディで しばしば言及 したよ うに、新規参入においての資金調達力の限界をどう克服す る
かという問題 も重要である。確かにこれは各事業者の努力次第だ といって しま うことも可能ではあろ う
が、日本においては総体的にみて、ベンチャー企業に対する資本市場が非常に限定的なものであったと
いうことは考慮 しなければならない。規制緩和のもたらすプラスの側面に注 目するのであれば、政府は
ある一定のプランニングを提示しえたものについては、航空輸送とい う公益性に鑑み、積極的にその融
資に向け、保証人としての役割を果たすべきである。
④ 人材面の問題
最後に、人的問題にっいて取り上げたい。新規参航空会社 とともに、その主力は既存の大手航空会社
からの人的供給に頼っているとい うのが現状である。それは、免許申請の際に極めて専門性の高い審査
をクリア しなければならないとい うことがあり、その段階で雇用 した人材がその後も大きな影響力をも
っことがあるからである。
ここで、欧米で成功 した事例に見ると、ほとん どが業界外からきた人々の斬新な発想が新たな需要を
掘 り起こし、大手航空会社との競争に耐え、それを凌駕 してきている。(注35)よって、航空事業に業界外
から優秀な人材を投入 し、それ らが活躍することによって市場を活性化 させるためにも、免許の交付に
ついては、安全性についての審査は厳格なままに留めっっも、その簡素化を進めていくことが必要では
ないかと思われる。
(注35)たと え ば 、有 名 な例 で い え ぱ 、 ヴ ァー ジ ン ・ア トラ ンテ ィ ッ クの リチ ャー ド ・ブ ラ ン ソ ンな ど。 また 英 国航 空 の
中興 の祖 とな っ た マ ー シ ャル 卿 も 、 も とは レン タ カー 会 社 の 出 身 で あ る。
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確かに、新規参入がもたらした弊害としては、ローカル線の切捨て、安全性の問題など、いくつかの
ことが指摘されるが、これ らの検討 にっいても当然ながら考慮に入れつつ、今後 も、新規参入のあ り方
を中心 とした国内航空市場のあり方を模索 していきたい。(注36)
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(注36)2006年2月には神戸新空港がオープンし、これに伴 う国内航空の再編が予想される。また、3月には新北九州空
港がオープンし、ここを拠点とした新たな新規航空会社であるスターフライヤーが運航を開始する。この会社の動向
も今後注視し、分析に加えていかなければならない。
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